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○ 市からコミュニティへの依頼事項（依頼、連絡など）について、考え方を整理し、抜本的な整理・削減を行う。



１　市役所職員の意識改革
　　「コミュニティと行政は対等なパートナーである」という認識を市役所内で徹底する。

２　依頼事項の整理・削減

　　１の認識のもと、平成21年度から下図の方向で整理・削減を進めていく。











  
【 参考 】「コミュニティへの依頼等に関する調査」について

　　　　　（市役所各担当部署からコミュニティへ依頼・連絡等を行っている事項の調査）　　　　　　　　　　
 　　＜　調査の概要　＞
　　　○ 調査目的：市からコミュニティへの依頼事項（依頼、連絡など）が多すぎ、自治協議会や自治会の役員（特に会長）にとって大きな負担となっているため、現状を把握し、改善を行う。
　　　○ 実施時期：平成19年12月～平成20年２月

　　　○ 対象事業：平成18年度にコミュニティに依頼等を行った事業
＜　調査の結果　＞
　　　○ 総件数　：1,032件（348項目）
	①　住民への生活情報・行政情報の伝達を依頼した事項　　　  　　　　　　121件（36項目）

	（例）
	 ・ ごみ収集日の周知　　　　　 　　　　　　・ 投票所変更の周知

 ・ 道路工事の内容・期間の周知　　　　　 　・ 感染症、食中毒等予防のちらし回覧

 ・ 健康相談の開催通知　　　　             ・ 広報紙の配付

	②　事業の運営協力（参画、共催、運営協力）を依頼した事項　  　　　　　139件（55項目）

	（例）
	 ・ 地域ぐるみ清掃の実施                   ・ 校区がん・結核検診当日の受付

 ・ 安全・安心マップの作成                 ・ 防災訓練への参加

 ・ 青少年健全育成月間街頭キャンペーンの実施

 ・ 公園づくりワークショップへの参画       ・ 区スポーツ大会の運営協力

	③ イベント・講演会の開催周知、参加・動員を依頼した事項    　　　　　 183件（90項目）

	（例）
	 ・ 人権を尊重する市民の集いへの参加       ・ 区スポーツ大会の出場者名簿提出

 ・ 健康フェアの開催周知                   ・ 芸術鑑賞会の開催周知

 ・ その他各分野の研修会・講演会への参加

	④ 委員の推薦、委員への就任、会議への出席を依頼した事項　  　　　　　 389件（94項目）

	（例）
	 ・ 民生委員の推薦                         ・ 投票立会人の推薦

 ・ 公民館長推薦委員の推薦                 ・ 区自治協議会会長会等への出席

 ・ 市民の祭り運営委員会委員への就任

 ・ その他各種審議会、実行委員会の委員就任・会議出席

	⑤ 通知を行った事項                                       　　　　　   33件（18項目）

	（例）
	 ・ 社会福祉協議会職員体制の通知        
 ・ 蚊駆除剤無償配付事業を実施することの通知

 ・ 福岡都市高速に係る事業内容の事前周知
 ・ 少年愛護パトロール員研修資料の参考送付

 ・ 区各種団体主催事業に係る資料・広報紙の参考送付

	⑥ その他、依頼等を行った事項                            　　　　　   167件（55項目）

	（例）
	 ・ 共同募金・日赤募金への協力              ・ 自治会長の連絡先の把握

 ・ 道路整備に係る地元意見の調整、地元説明会の日程調整

 ・ 下水道分流化事業に係る工事内容の承諾    ・ 市道路愛護等功労者表彰候補者の推薦

 ・ 「活力あるまちづくり支援事業補助金」の申請（案内）

 ・ 庁用車の譲渡希望校区の募集

























































































○コミュニティの負担を軽減する方法を検討


【具体的な取り組み】


　・回数を減らす


　・類似事業の整理・統合を行う





○依頼の受け手が混乱しないよう、依頼方法を改善


【具体例な取り組み】


・「業務の依頼」と「単なる情報提供（案内、通知など）」の区別を明確にする





＜今後の取り組みの方向(案)＞





※見直し後、「見直しを行ったことが、コミュニティにとって、かえってマイナスになった」と


判断された場合は、コミュニティから各区地域支援課に連絡を行い、市役所において再度調整を行うこととする。











すべての依頼事項について、市役所の各担当部署で、必要性を改めて判断














コミュニティにとって必要性が高いものや軽易なもの





→引き続き依頼等を行う。





今後の取り組みの方向（案）「(2) 市からコミュニティへの依頼事項の整理・削減」の具体策














一定の条件を満たせば





廃止も可能

















廃止することで著しく市民生活に影響を与えることなどから





廃止は


望ましくない








○再度内容を精査








廃　　止























廃止が可能

















廃　　止








○条件を満たすための方策を検討


【具体的な取り組み】


　・コミュニティに依　　頼する以外の方法（市政だよりやホームページで住民に周知するなど）を検討





コミュニティにとって必要性が低く、かつ負担が重いもの





→引き続き依頼等を行う。ただし、費用弁償や、コミュニティビジネスの観点からの対応を行う。




















資料２－１





〔 市からコミュニティへの依頼事項の整理・削減について 〕








